
令 和 ３ 年 度

さいたま市病院事業会計予算

及 び 予 算 説 明 書





議案第３５号 

令和３年度さいたま市病院事業会計予算 

  (総 則) 

第１条 令和３年度さいたま市病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

  (業務の予定量) 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

(1) 病 床 数 ６３７床 

(2) 年 間 入 院 患 者 数 １８１，０４０人 

(3) 年 間 外 来 患 者 数 ２２３，８５０人 

(4) 一 日 平 均 入 院 患 者 数 ４９６人 

(5) 一 日 平 均 外 来 患 者 数 ９２５人 

(6) 主 要 な 建 設 改 良 事 業

市立病院施設整備事業 事業費 ８００，２１８千円 

（収益的収入及び支出) 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、営業運転資金にあ

てるため、一般会計から長期借入金７８３，０００千円を借り入れる。 

         収       入  

第１款 病 院 事 業 収 益 ２１，４８２，９０８千円 

 第１項  医 業 収 益 １７，９３７，１３３千円 

第２項  医 業 外 収 益 ３，５４５，７７３千円 

第３項  特 別 利 益 ２千円 

          支       出  

第１款 病 院 事 業 費 用 ２４，８１６，５８３千円 

 第１項  医 業 費 用 ２３，８００，８５３千円 

第２項  医 業 外 費 用 １，００５，７２８千円 

第３項  特 別 損 失 ２千円 

 第４項  予 備 費 １０，０００千円 

 (資本的収入及び支出) 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支 

出額に対し不足する額１，６５６，３４０千円は、過年度分損益勘定留保資金等で補 

するものとする。）。 
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       収       入 

第１款 資 本 的 収 入 １，９６７，０２６千円 

第１項  企 業 債 １，００８，３００千円 

第２項  出 資 金 １０９，９６９千円 

第３項  負 担 金 ８４６，４２４千円 

第４項 

第５項 

第６項 

第７項 

 固定資産売却代金 

 寄 附 金 

 国 県 補 助 金 

 市 補 助 金 

１千円 

１千円 

２，３３０千円 

１千円 

       支       出 

第１款 資 本 的 支 出 ３，６２３，３６６千円 

第１項  建 設 改 良 費 １，７４５，９０３千円 

第２項  企 業 債 償 還 金 １，８７７，４６３千円 

 （債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事項 期間 限度額 

市立病院外構工事修正設計業務 
令和３年度から 

令和４年度まで 
23,734 千円

さいたま市立病院建設事業環境影響評価事後調

査書作成業務（その２） 

令和３年度から 

令和５年度まで 
23,243 千円

一般撮影装置外保守業務 
令和４年度から 

令和７年度まで 
88,924 千円

三次元放射線治療計画装置保守業務 
令和４年度から 

令和７年度まで 
33,880 千円

手術支援ロボット対応手術台保守業務 
令和４年度から 

令和７年度まで 
4,840 千円

電子図書購読料 
令和４年度から 

令和６年度まで 
8,399 千円

医事業務 令和４年度 494,042 千円

さいたま市立病院医療総合情報システムオペ

レーション業務 

令和４年度から 

令和６年度まで 
94,199 千円
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(企業債) 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

市立病院施設整

備事業 
716,500 千円 

普通貸借 

又は 

証券発行 

5.0％以内 

（ただし、利率見

直し方式で借り入

れ る 資 金 に つ い

て、利率の見直し

を行った後におい

ては、当該見直し

後の年度における

利率とする。） 

政府資金等については

その融資条件により、

銀行その他の場合には

その債権者と協定する

ものによる。ただし、

財政の都合により据置

期間及び償還期間を短

縮し、又は繰上償還若

しくは低利に借換えす

ることができる。 

市立病院医療機

器整備事業 
284,900 千円 

オンライン資格

確認システム構

築事業 

6,900 千円 

 (一時借入金) 

第７条 一時借入金の限度額は、３,５００,０００千円と定める。 

  (議会の議決を経なければ流用することのできない経費) 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

ない。 

(1) 給    与    費 １１，５５７，２９７千円

(2) 交    際    費 ４１４千円

  (たな卸資産購入限度額) 

第９条 たな卸資産の購入限度額は、４，７３１，８４９千円と定める。 

令和３年２月２日提出 

さいたま市長    清  水  勇  人 
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予 算 説 明 書
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（単位　千円）

予　定　額 備　　　考

21,482,908

１ 医 業 収 益 17,937,133

１ 入 院 収 益 13,152,443

２ 外 来 収 益 3,551,120

３ 負 担 金 交 付 金 829,933 負担金

４ そ の 他 医 業 収 益 403,637

２ 医 業 外 収 益 3,545,773

１ 受 取 利 息 配 当 金 1

２ 国 県 市 補 助 金 37,941

３ 負 担 金 交 付 金 2,447,021 負担金

４ 長 期 前 受 金 戻 入 858,645

５ その他医業外収益 202,165

３ 特 別 利 益 2

１ 固 定 資 産 売 却 益 1

２ 過年度損益修正益 1

（単位　千円）

予　定　額 備　　　考

24,816,583

１ 医 業 費 用 23,800,853

１ 給 与 費 11,557,297 人件費

２ 材 料 費 4,293,898 薬品費･診療材料費等

３ 経 費 4,942,779 病院管理運営事業

986,384

医師の招へい等事業

429,622

建物･備品等維持管理事業

112,618

寝具･システム等賃借事業

328,411

建物･システム等管理委託事業

3,073,744

貸倒引当金繰入額

12,000

４ 減 価 償 却 費 2,921,365 建物･器械備品等減価償却費

６ 研 究 研 修 費 73,690 医師等の研究･研修事業

２ 医 業 外 費 用 1,005,728

１
支払利息及び企業債
取 扱 諸 費

54,423 支払利息

収 益 的 収 入 及 び 支 出

令和３年度さいたま市病院事業会計予算実施計画

収 入

１　病 院 事 業 収 益

目款　　項

款　　項

支 出

目

１　病 院 事 業 費 用

５ 資 産 減 耗 費 11,824
たな卸資産減耗及び器械備品等
除却費
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予　定　額 備　　　考

２
長 期 前 払 消 費 税
勘 定 償 却

330,668

３ 消 費 税 10,000

４ 職 員 宿 舎 費 109,478
職員宿舎の借上事業・看護師
寮事業

５ 院 内 託 児 費 70,986

６ 雑 損 失 430,173

３ 特 別 損 失 2

１ 固 定 資 産 売 却 損 1

２ 過年度損益修正損 1

４ 予 備 費 10,000

１ 予 備 費 10,000

（単位　千円）

予　定　額 備　　　考

１　資　本　的　収　入 1,967,026

１ 企 業 債 1,008,300

１ 企 業 債 1,008,300

２ 出 資 金 109,969

１ 出 資 金 109,969

３ 負 担 金 846,424

１ 負 担 金 846,424

４ 固定資産売却代金 1

１ 固定資産売却代金 1

５ 寄 附 金 1

１ 寄 附 金 1

６ 国 県 補 助 金 2,330

１ 国 県 補 助 金 2,330

７ 市 補 助 金 1

１ 市 補 助 金 1

（単位　千円）

予　定　額 備　　　考

3,623,366

１ 建 設 改 良 費 1,745,903

１ 建 設 改 良 工 事 費 849,600 市立病院施設整備事業等

２ 固 定 資 産 購 入 費 298,159 市立病院医療機器整備事業等

３ リース資産購入費 598,144

２ 企 業 債 償 還 金 1,877,463

１ 企 業 債 償 還 金 1,877,463

目

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款　　項

款　　項 目

１　資　本　的　支　出

款　　項 目

収 入

支 出
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（単位　円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 △ 3,333,675,000

　　減価償却費 2,921,365,000

　　固定資産除却費 10,502,000

　　賞与引当金の増減額（△は減少） △ 6,693,000

　　貸倒引当金の増減額（△は減少） 12,000,000

　　長期前受金戻入額 △ 858,645,000

　　受取利息及び受取配当金 △ 1,000

　　支払利息 54,423,000

　　固定資産売却損 1,000

　　固定資産売却益 △ 1,000

　　未収金の増減額（△は増加） 1,162,889,062

　　未払金の増減額（△は減少） 247,365,328

　　たな卸資産の増減額（△は増加） 1,322,000

    前払費用の増減額（△は増加） △ 510,418

　　長期前払消費税の増減額（△は増加） 219,687,400

　　小計 430,029,372

　　利息及び配当金の受取額 1,000

　　利息の支払額 △ 54,423,000

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 375,607,372

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ 998,523,000

　　無形固定資産の取得による支出 △ 44,895,000

　　有形固定資産の売却による収入 1,000

　　国庫補助金等による収入 2,331,000

　　一般会計からの繰入金による収入 846,424,000

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 194,662,000

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　一時借入れによる収入 3,500,000,000

　　一時借入金の返済による支出 △ 3,500,000,000

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,008,300,000

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,877,462,279

　　リース債務の返済による支出 △ 594,966,644

　　一般会計借入金による収入 783,000,000

　　一般会計からの出資による収入 109,969,000

　　寄附金収入 1,000

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 571,158,923

資金増加額（又は減少額） △ 390,213,551

資金期首残高 608,552,900

資金期末残高 218,339,349

令和３年度さいたま市病院事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）
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１　総　　括

人 人

　※（　　）は、パートタイム会計年度任用職員

632,977

1,339

初 任 給

調 整 手 当

千円

498,969

474,441

24,528

千円

634,316

地 域

手 当

給 与 費

給

報 酬

　 　　　　     千円

１８８，３０７

給 料

　 　　　　     千円

４，０１８，７０９

１８６，０３４

管 理 職

手 当

住 居

２，２７３

４，０１０，６４６

８，０６３

手当の
内  訳

74,760 70,512

扶 養

手 当

千円

区 分

本 年 度

前 年 度

比 較
2,808△ 3,420

千円

71,340 73,320

手 当

通 勤

手 当

千円

88,215

89,276

△ 1,061

千円

88,217

△ 3,255

91,472

150,939

特 殊 勤 務

手 当

千円

671,806

520,867

職 員 数

特 別 職 一 般 職
区 分

本 年 度

前 年 度

比 較

１

１

０

(１１６)

１，１０７

(１０６)

１，１０３

(１０)

４
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明 細 書

与 費
法 定 福 利 費

　　　 　  千円

１，６９９，４２７

手 当 計

　　  　 　 千円

５，６５０，８５４

　　 　　　    千円

９，８５７，８７０

備 考

勤 勉

手 当

退 職

手 当

児 童

手 当

３３１，４８３

９，５１６，０５１

３４１，８１９

５，３１９，３７１

３７６，９５８３５，１３９

１，６６４，２８８

合 計

千円

１１，５５７，２９７

１１，１８０，３３９

時 間 外

勤 務 手 当

千円

947,619

942,462

5,157 △ 6,371

宿 日 直

手 当

千円

124,560

98,559

26,001

夜 間 勤 務

手 当

　　 　　千円

100,104

106,475

1,092

期 末

手 当

　　　千円

1,048,743

1,105,315

△ 56,572

管理職員特別

勤 務 手 当

千円

4,406

3,314

千円

36,495

38,170

△ 1,675

746,089

△ 25,653

千円

542,308

324,682

217,626

千円

720,436
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ア　会計年度任用職員以外の職員

人 人

イ　会計年度任用職員

人 人

　※（　　）は、パートタイム会計年度任用職員

１ １００１
本 年 度

給

報 酬 給 料

職 員 数

特 別 職 一 般 職
区 分

７０８ ３，６８８，６３３

　 　　　　     千円 　 　　　　     千円

０ ２
比 較

７０８ ３，６８９，９５０１ ９９９
前 年 度

０ △１，３１７

手当の
内  訳

区 分
管 理 職 初 任 給 扶 養 地 域 住 居 通 勤

本 年 度
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

前 年 度

手 当 調 整 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当

特 殊 勤 務

71,340 401,760 73,320 582,405 88,215 78,720 655,383

74,760 377,232 70,512 582,578 89,276 79,836 520,867

比 較

報 酬 給 料

△ 3,420 24,528 2,808 △ 173 △ 1,061 △ 1,116

給

134,516

１８７，５９９ ３３０，０７６

　 　　　　     千円 　 　　　　     千円

１８５，３２６ ３２０，６９６

２，２７３ ９，３８０

手当の
内  訳

区 分
初 任 給 地 域 通 勤 特 殊 勤 務 時 間 外 夜 間 勤 務 宿 日 直

本 年 度
千円 千円 千円 千円 千円　　 　　千円 千円

比 較

調 整 手 当 手 当 手 当 勤 務 手 当 手 当 手 当手 当

97,209 51,911 9,497 16,423 153,362 1,836 69,132

97,209 50,399 11,636 0 152,511 0 60,375
前 年 度

0 1,512 △ 2,139 16,423 851 1,836 8,757

区 分

本 年 度

前 年 度

比 較

職 員 数

特 別 職 一 般 職

(１１６)

０

０

１０６

(１０６)

１０４

(　１０)

０ ２
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与 費
法 定 福 利 費 合 計 備 考

手 当 計

５，１５２，７２１ ８，８４２，０６２ １，５２１，８７４ １０，３６３，９３６

　　  　 　 千円 　　 　　　    千円 　　　 　  千円 千円

４，８４８，５２３ ８，５３９，１８１ １，５２８，４７１ １０，０６７，６５２

３０４，１９８ ３０２，８８１ △６，５９７ ２９６，２８４

勤 勉 退 職 児 童時 間 外 夜 間 勤 務 宿 日 直 管理職員特別 期 末

手 当 手 当勤 務 手 当 手 当 手 当 勤 務 手 当 手 当 手 当

千円 千円

794,257

千円　　 　　千円 千円 千円 　　　千円 千円

36,49598,268 55,428 4,406 966,900 720,436 525,388

310,316 38,170789,951 106,475 38,184 3,314 1,020,963 746,089

手 当 計

△ 25,653 215,072 △ 1,675

与 費
法 定 福 利 費 合 計 備 考

4,306 △ 8,207 17,244 1,092 △ 54,063

　　 　　　    千円 　　　 　  千円 千円

４９８，１３３ １，０１５，８０８

　　  　 　 千円

１７７，５５３ １，１９３，３６１

４７０，８４８ ９７６，８７０ １３５，８１７ １，１１２，６８７

２７，２８５ ３８，９３８ ４１，７３６ ８０，６７４

手 当

期 末 退 職

手 当

81,843 16,920

千円　　　千円

84,352 14,366

△ 2,509 2,554
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２　給料及び手当の増減額の明細

３  給料及び手当の状況

　（１）　職員１人当たり給与

　（２）　初　任　給

手　　　　　当 ３３１，４８３

給与改定に伴う増減分 △２５，３６６

その他の増減分 ３５６，８４９

給　　　　　料

千円 千円

区　　　　分 増　　減　　額 増　　減　　事　　由　　別　　内　　訳

昇給に伴う増加分

８，０６３

６５，３８５

その他の増減分 △５７，３２２

大 学 卒 ２４９，８００円 １８８，４００円

大 学 卒 ２９０，３００円 　　 １８６，２００円

区 分 医療職（１） 医療職（２）

国 の 制 度

高 校 卒 － －

短 大 卒 － １６６，４００円

さ い た ま 市

高 校 卒 － －

短 大 卒 － 　　 １７３，８００円

現 在 平 均 年 齢 ( 歳 ) ４５．８ ３６．４

平 均 給 与 月 額 ( 円 ) １，２９０，９９３ ４７９，４４２

２ 年 １ 月 １ 日 平 均 給 料 月 額 ( 円 ) ４７７，４５１ ２８３，９９０

現 在 平 均 年 齢 ( 歳 ) ４４．８ ３６．４

平 均 給 与 月 額 ( 円 ) １，４３４，４８４ ４５２，７９１

３ 年 １ 月 １ 日 平 均 給 料 月 額 ( 円 ) ４７１，１１４ ２８４，４６１

区 分 医療職（１） 　医療職（２）
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 令和２年度の給与改定
　 ・期末手当支給率の改定

 職員数の異動状況　　（　）は、パートタイム会計年度任用職員
　本年度　１，１０７人　　（１１６人）
　前年度　１，１０３人　　（１０６人）
　増　減　　　　　４人　　（　１０人）

説　　　　　　　　　　　　　明 備　　　　　　　　　　　　　考

　　　　　　（昇給期）　　（職員数）
　昇給職員数　　４月　　　　９２８人

 職員数の異動状況　　（　）は、パートタイム会計年度任用職員
　本年度　１，１０７人　　（１１６人）
　前年度　１，１０３人　　（１０６人）
　増　減　　　　　４人　　（　１０人）

－

２１２，６００円 １８２，２００円

－

２１２，２００円 １７９，９００円

５４．１

医療職（３） 行政職

－ １５０，６００円

１９２，４００円

－ １４６，４００円

　　 １９９，３００円

３５．６ ４０．１

３６３，９３３

４０６，９８０ ５６５，９７４ ４６２，６３７

２８３，２６８ ３１６，２６９

４８９，９６９

３５．１ ４０．５ ５３．７

４２７，２５６ ４８６，４８１

　技能職

２８０，８５６ ３１９，３３３ ３６２，９００

　医療職（３） 行政職
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　（３）　級別職員数

級

　　　　　 人

 １級

 ２級

 ３級

 ４級

 ５級

計

　　　　　 人

 １級

 ２級

 ３級

 ４級

 ５級

計

１０８ １００．０

６９

　　　　　％

２４．７

６ ５級

１０ ４級

 ２級

職員数 構成比

２０．６

６．２

１６．９ ３級

５２．５

２４

８４

２７

　　　　　％

１００．０

０ ６級 ０．０

３．８

計

区 分

１６．７ ３３

　　　　　 人 　　　　　％

医療職（２）医療職（１）

職員数

 １級

級構成比

１８

　３年１月１日現在

２２．２

３ ２．８

１９ １７．６

４４ ４０．７

１６０

２年１月１日現在

　　　　　 人 　　　　　％

１５ １４．１  １級 ３７

２７ ２５．５  ３級 ２９ １９．３

３．３

 ６級 ０

４６．０

２０ １８．９  ４級 １０ ６．７

４１ ３８．７  ２級

３ ２．８  ５級 ５

０．０

１０６ １００．０ 計 １５０ １００．０
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級

 １級

 ２級

 ３級

 ４級

 ５級

 ６級

 ７級

 ８級

計

 １級

 ２級

 ３級

 ４級

 ５級

 ６級

 ７級

 ８級

計

１６６

　　　　　　人

 １級 ０１４ ０．０

 １級

 ２級

 ３級 ８５．７

計１００．０６０６６１ １００．０

１５

１００．０７

３

１

０．５

１ １．７

６．７４

０．２

医療職（３）

 ２級

７．７

２９３

１２５

　　　　　％

 ３級

４４．３

１８．９

５１

 ５級

 ４級

級 職員数職員数 構成比 構成比

　　　　　　人

１８８ ２８．４

　　　　　　人

１６ １級

技能職

職員数 構成比

　　　　　　人

３．３

　　　　　％

２６．７

２５．０

８．３

級

０

１

６

　　　　　％

０．０

１４．３

行政職

０．０

２

２８．３

０

１７

５

計

 ６級

２８．２

 ３級 １１８ ２０．０

 ５級 ３

　　　　　％

 １級２３．７

　　　　　％

 ２級 ２５５ ４３．３ １１．１１１６

　　　　　％ 　　　　　　人　　　　　　人

１８ ３０．５  ３級

 ２級

８

２７．１

８８．９

 ４級 ４５

８．５０．５ ５

６．８４７．７

１ １．７

 ６級

計 ５８９ １００．０

１ １．７２ ０．３

１００．０５９ １００．０ 計 ９

０ ０．０
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　（級別の主な職務内容）

区    分 １級 ２級 ３級 ４級

医師又は歯科医師の職務 (1)医長の職務 科長の職務 (1)病院の部長又は所長の

(2)専門的知識又は経験に 　職務

　 基づき困難な業務を所 (2)院長補佐の職務

   掌する医師又は歯科医

　 師の職務

薬剤師、栄養士、診療放 (1)主任の職務 (1)主査の職務 副科長又は副技師長の職

射線技師、臨床検査技師、(2)困難な業務を所掌する (2)困難な業務を行う主任 務

臨床工学技士、理学療法    薬剤師、栄養士、診療    の職務

士、作業療法士、視能訓    放射線技師、臨床検査

練士、言語聴覚士又は歯    技師、臨床工学技士、

科衛生士の職務  　理学療法士、作業療法

　 士、視能訓練士、言語

　 聴覚士又は歯科衛生士

　 の職務

保健師、助産師又は看護 (1)主任の職務 (1)臨床指導員の職務 (1)看護師長の職務

師の職務 (2)困難な業務を所掌する (2)主査の職務 (2)副看護師長の職務

   助産師又は看護師の職 (3)困難な業務を行う主任 　

　 務    の職務

主事又は技師の職務 主任の職務 (1)係長の職務 (1)課長補佐又は室長補佐

(2)主査の職務 　の職務

(2)主幹の職務

業務主事の職務 業務主任の職務 業務主査の職務

医療職（１）

医療職（２）

医療職（３）

行 政 職

技 能 職
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５級 ６級 ７級 ８級

(1)医務監の職務

(2)院長の職務

(3)副院長の職務

科長又は技師長の職務 (1)次長の職務

(2)参事の職務

(1)副看護部長の職務 (1)副院長の職務

(2)副参事の職務 (2)病院の部長又は所長

　 の職務

(1)課長又は室長の職務 (1)次長の職務 部長の職務 理事の職務

(2)副参事の職務 (2)参事の職務

(3)副所長の職務
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　（４）　地域手当

　（５）　特殊勤務手当

　（６）　期末手当・勤勉手当

　（７）　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　　　月分

　（８）　その他の手当

※３は、会計年度任用職員以外の職員のみ記載。

支 給 対 象 地 域

支 給 率

支 給 対 象 職 員 数

国の指定基準に基づく支給率

さいたま市全域

１５％（医療職(1)適用者は１６％）

１００１人（うち医療職(1)適用者１２０人）

１５％

区分
２５年

区 分

給 料 額 に 対す る比 率 ( ％ )

支 給 対 象 職 員 の 比 率 ( ％ )
(3 年 1 月 1 日 現 在 )

代表的な特殊勤務手当の名称

全職種 医療職(1) 医療職(2)

月分 月分

２．２２５

医療業務手当、病院等業務手当、夜間看護業務手当、救急業務手当

支給期別支給率

６月

医療職(3) 行政職 技能職

17.8%

95.0% 100.0%

34.6% 5.2%

100.0%

17.6%

100.0%

1.0%

16.7%

10.2%

100.0%

備　考

月分

４．４５

　職制上の段階、職務の

　級等による加算措置

有

区分

本年度

１２月

２．２２５

支給率計

４．４５
有

国の制度
２．２２５ ２．２２５ ４．４５

有

国の制度

 （支給率等）

２０年

勤続の者

　　　月分

24.586875

24.586875

前年度
２．２５０

支給率等
33.27075

２．２００

47.709

47.709

そ の 他 の

加算措置等

 定年前早期退職特例措置

（１年につき２％加算）

 定年前早期退職特例措置

（１年につき３％を上限として加算）

勤続の者

３５年

勤続の者
 最高限度

33.27075

47.709

　　　月分　　　月分

47.709

主な差異の内容

同じ

同じ

同じ

区分

扶養手当

住居手当

通勤手当

 国の制度との異同
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 継    　 続   　  費  　   に  

（令和２年度以前設定分）

２ 0 0 0 0

３ 470,332 0 424,100 0

４ 1,221,049 0 1,101,500 0

５ 48,573 0 43,800 0

計 1,739,954 0 1,569,400 0

２ 0 0 0 0

３ 323,291 0 292,400 0

４ 461,840 0 417,700 0

計 785,131 0 710,100 0

１　資本的支出 建設改良費１

市 立 病 院
外 構 整 備 事 業

市 立 病 院
周産期棟改修事業

年 度 年　割　額

  左　　　 の　　　 財　　　 源　　　 内

国県支出金 企業債
一般会計
負担金

款 項 事 　業　 名

　　　　　  全　　　　 　　   体　　　 　　　   計
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  関　 　　す　　 　る　 　　調　　　 書     

　画

　 訳

0 － 0 － 0 － 0.0 －

46,232 － － 470,332 470,332 － 27.0 －

119,549 － － － － 1,221,049 － －

4,773 － － － － 48,573 － －

170,554 － 0 470,332 470,332 1,269,622 27.0 －

0 － 0 － 0 － 0.0 －

30,891 － － 323,291 323,291 － 41.2 －

44,140 － － － － 461,840 － －

75,031 － 0 323,291 323,291 461,840 41.2 －

令 和 ４ 年
度 以 降 の
支 払 義 務
発 生 予 定 額 備　　考

損益勘定
留保資金等

（単位　千円）

令 和 元 年
度 末 ま で の
支 払 義 務
発 生 額

令 和 ２ 年
度 末 ま で の
支 払 義 務
発 生
（ 見 込 ） 額

令 和 ３ 年
度 支 払 義 務
発 生 予 定 額

令 和 ３ 年
度 末 ま で の
支 払 義 務
発 生 予 定 額

継 続 費 の
総 額 に
対 す る
進 捗 率
（ ％ ）
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(令和２年度以前設定分） 　　　　　　　（単位　千円）　

事項 限度額

令和２年度末までの
支払義務発生（見込）額

令和３年度以降の
支払義務発生予定額

左の財源の内訳

期間 金額 期間 金額 企業債
一般会計
負担金

損益勘定
留保資金等

94,19994,199 ― ― 94,199 0 0
さいたま市立病院医療総合情報
システムオペレーション業務

令和4年度
から令和6
年度まで

494,042494,042 ― ― 494,042 0 0医事業務 令和4年度

8,3998,399 ― ― 8,399 0 0電子図書購読料
令和4年度
から令和6
年度まで

4,8404,840 ― ― 4,840 0 0
手術支援ロボット対応手術台保
守業務

令和4年度
から令和7
年度まで

33,88033,880 ― ― 33,880 0 0
三次元放射線治療計画装置保守
業務

令和4年度
から令和7
年度まで

88,92488,924 ― ― 88,924 0 0一般撮影装置外保守業務
令和4年度
から令和7
年度まで

23,243 ― ― 23,243 0 0 23,243
さいたま市立病院建設事業環境
影響評価事後調査書作成業務
（その２）

令和3年度
から令和5
年度まで

23,734 ― ― 23,734 0 23,734市立病院外構工事修正設計業務
令和3年度
から令和4
年度まで

　　　　　　　（単位　千円）　

3,439

一般会計
負担金

0

0

市立病院ＥＳＣＯ・防災エネル
ギーセンター更新事業（追加
分）

0

市立病院ＥＳＣＯ・防災エネル
ギーセンター更新事業（追加分
その2）

新病院開院に伴う院内物流管理
（ＳＰＤ）業務

77,286 58,133

0

3,020,466 609,848 1,829,543 0
令和3年度
から令和6
年度まで

新病院開院に伴う情報システム
賃貸借業務

135,432

市立病院ＥＳＣＯ・防災エネル
ギーセンター更新事業

30,000 12,000

421 3,439

金額

14,750

期間

(令和３年度設定分）

金額
事項 限度額

左の財源の内訳

企業債
損益勘定
留保資金等

0

平成28年度
から令和2
年度まで

令和３年度以降の
支払義務発生予定額

令和3年度
から令和6
年度まで

0 12,000

3,860

258 0
令和3年度
から令和8
年度まで

0

令和２年度末までの
支払義務発生（見込）額

期間

0

58 290348 令和2年度

令和3年度

0

258

債  務  負  担  行  為  に  関  す  る  調  書

1,829,543

令和3年度
から令和7
年度まで

平成28年度
から令和2
年度まで

平成28年度
から令和2
年度まで

58,133

2580

0 216,945

0 0 290
市立病院ＥＳＣＯ・防災エネル
ギーセンター更新事業（追加分
その3）

令和3年度
から令和8
年度まで

平成30年度
から令和2
年度まで

平成30年度
から令和2
年度まで

院内業務ネットワーク構築事業
令和3年度
から令和6
年度まで

276,536 令和2年度 57,852 216,945 0
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事項 限度額

令和２年度末までの
支払義務発生（見込）額

令和３年度以降の
支払義務発生予定額

左の財源の内訳

期間 金額 期間 金額 企業債
一般会計
負担金

損益勘定
留保資金等

　　　　　　　（単位　千円）　

0

046,613―全自動検体検査装置保守業務 ― 46,613

― 176,459
令和3年度
から令和7
年度まで

21,776

― 13,676

58,443 ―
令和3年度
から令和8
年度まで

―

46,613

―

放射線治療システム保守業務 176,459

0
令和3年度
から令和6
年度まで

乳房撮影装置保守業務

21,776 ―

13,676

人工透析関連機器保守業務

令和3年度
から令和7
年度まで

21,776

58,443 58,443

多目的デジタルＸ線テレビシス
テム保守業務

―

0

0

0

0

0

0

176,459

―
令和3年度
から令和7
年度まで

13,676 0

未収金回収業務 令和3年度6,105 ― ― 6,105 0 0 6,105

医事業務 令和3年度480,362 ― ― 480,362 0 0 480,362

― 43,714 0 0
新病院開設に伴う情報システム
賃貸借（追加分）

令和3年度
から令和6
年度まで

43,71443,714 ―

0 0

0 189,063189,063 ― ― 189,063 0

― 405,688 0 0ＣＴ装置保守業務
令和3年度
から令和7
年度まで

405,688405,688 ―

ＩＶＲ－ＣＴ装置保守業務
令和3年度
から令和7
年度まで

186,751 ― ― 186,751 0 0 186,751

ＭＲＩ保守業務
令和3年度
から令和7
年度まで

153,754 ― ― 153,754 0 0 153,754

― 66,647 0 0血管撮影装置保守業務
令和3年度
から令和7
年度まで

66,64766,647 ―

回診用Ｘ線撮影装置及びＦＰＤ
装置保守業務

令和3年度
から令和7
年度まで

118,871 ― ― 118,871 0 0 118,871

定位放射線治療装置保守業務
令和3年度
から令和7
年度まで

全自動検体検査総合システム賃
貸借

令和3年度
から令和6
年度まで

206,910 令和2年度 49,554 147,391 147,391

手術支援ロボット保守業務
令和3年度
から令和5
年度まで

53,900 令和2年度 8,926 37,339 0 0 37,339
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（単位　円）

１　固　定　資　産

イ 土 地 1,547,993,564

ロ 建 物 41,390,717,538

減 価 償 却 累 計 額 △ 14,193,059,548 27,197,657,990

ハ 構 築 物 582,339,882

減 価 償 却 累 計 額 △ 266,874,724 315,465,158

ニ 器 械 備 品 9,804,549,013

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,937,306,868 4,867,242,145

ホ 車 両 12,428,367

減 価 償 却 累 計 額 △ 8,619,035 3,809,332

ヘ リ ー ス 資 産 1,474,047,063

減 価 償 却 累 計 額 △ 805,467,774 668,579,289

ト 建 設 仮 勘 定 810,747,020

チ そ の 他 備 品 3,250,000

有形固定資産合計 35,414,744,498

イ 電 話 加 入 権 240,900

ロ リ ー ス 資 産 817,447,838

ハ ソ フ ト ウ ェ ア 56,652,000

無形固定資産合計 874,340,738

イ 破 産 更 生 債 権 等 133,463,212

貸 倒 引 当 金 △ 133,463,212 0

ロ 長 期 前 払 消 費 税 2,484,838,988

投資その他の資産合計 2,484,838,988

固 定 資 産 合 計 38,773,924,224

２　流　動　資　産

イ 現 金 7,500,000

ロ 預 金 210,839,349

現 金 預 金 合 計 218,339,349

イ 医 業 未 収 金 2,070,790,440

ロ 医 業 外 未 収 金 630,629,000

未 収 金 合 計 2,701,419,440

イ 薬 品 45,071,437

ロ 診 療 材 料 21,765,551

ハ そ の 他 貯 蔵 品 460,628

貯 蔵 品 合 計 67,297,616

イ 前 払 費 用 5,187,585

前 払 費 用 合 計 5,187,585

流 動 資 産 合 計 2,992,243,990

資 産 合 計 41,766,168,214

　令和３年度さいたま市病院事業予定貸借対照表
（令和４年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

　（４）前　払　費　用

　（３）貯　蔵　品

　（２）無形固定資産

　（１）現 金 預 金

　（２）未　収　金

　（１）有形固定資産

　（３）投資その他の資産
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３　固　定　負　債

イ 建設改良費等の財源に
充てるための企業債 30,618,983,671

企 業 債 合 計 30,618,983,671

イ その他の長期借入金 704,700,000

他会計借入金合計 704,700,000

1,054,523,828

イ 退 職 給 付 引 当 金 2,682,254,378

引 当 金 合 計 2,682,254,378

固 定 負 債 合 計 35,060,461,877

４　流　動　負　債

イ
建設改良費等の財源に
充てるための企業債 1,874,553,445

企 業 債 合 計 1,874,553,445

イ その他の長期借入金 78,300,000

他会計借入金合計 78,300,000

590,439,372

イ 医 業 未 払 金 1,316,352,614

ロ そ の 他 未 払 金 49,547,019

未 払 金 合 計 1,365,899,633

77,000

イ 賞 与 引 当 金 709,158,000

引 当 金 合 計 709,158,000

イ 預 り 金 27,507,329

その他流動負債合計 27,507,329

流 動 負 債 合 計 4,645,934,779

５　繰　延　収　益

イ 受 贈 財 産 評 価 額 3,932,767

収 益 化 累 計 額 △ 3,736,129 196,638

ロ 国 庫 補 助 金 377,101,000

収 益 化 累 計 額 △ 166,725,990 210,375,010

ハ 県 補 助 金 232,012,232

収 益 化 累 計 額 △ 179,117,501 52,894,731

ニ 市 補 助 金 5,001,000

収 益 化 累 計 額 △ 4,749,999 251,001

ホ 他 会 計 補 助 金 6,880,688,935

収 益 化 累 計 額 △ 6,426,918,693 453,770,242

ヘ 寄 附 金 2,000

長 期 前 受 金 合 計 717,489,622

繰 延 収 益 合 計 717,489,622

負 債 合 計 40,423,886,278

負　　　　債　　　　の　　　　部

　（６）引　当　金

　（４）引　当　金

　（１）長期前受金

　（４）未　払　金

　（７）その他流動負債

　（２）他会計借入金

　（３）リース債務

　（３）リース債務

　（２）他会計借入金

　（１）企　業　債

　（１）企　業　債

　（５）前受収益
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8,982,200,087

７　剰　余　金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 3,250,000

資 本 剰 余 金 合 計 3,250,000

イ 当年度未処理欠損金 7,643,168,151

欠 損 金 合 計 7,643,168,151

剰 余 金 合 計 △ 7,639,918,151

資 本 合 計 1,342,281,936

負 債 資 本 合 計 41,766,168,214

　（２）欠　損　金

　（１）資本剰余金

６　資　本　金

資　　　　本　　　　の　　　　部
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注記

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

 資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品   先入先出法による原価法によっている。（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく 

簿価切下げの方法により算定。） 

 固定資産の減価償却方法

イ 有形固定資産（リース資産を除く。）

(ｲ) 減価償却の方法 

定額法による。 

   (ﾛ) 主な耐用年数 

     建物    10～47 年

     構築物   10～30 年

     器械備品  4～20 年

     車両    5 年

ロ 無形固定資産（リース資産を除く。）

(ｲ) 減価償却の方法 

定額法による。 

   (ﾛ) 主な耐用年数 

     ソフトウェア 5 年

ハ リース資産

   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

 引当金の計上方法

イ 退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上し

ている。

ロ 賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給、並びにこれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年

度末における支給見込額に基づき当年度の負担に属する額を計上している。

ハ 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、破産更生債権

等特定の債権については回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用し、控除対象外消費税等については原則として

当該事業年度の費用としている。また、固定資産に係る控除対象外消費税等については長期前払消費

税勘定に計上し、発生の翌年度以降、次の期間で均等償却を行っている。 

なお、平成 28 年度以前に発生した固定資産に係る控除対象外消費税等については、発生の翌年度

以降 5年間で均等償却を行っている。 
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イ 有形固定資産（リース資産を除く。） 

   建物     10～20 年 

   構築物    10～20 年 

   器械備品   5 年 

ロ 無形固定資産（リース資産を除く。） 

   ソフトウェア 5年 

ハ リース資産

       所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

        リース期間 

２ 予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記 

  重要な非資金取引 

  当年度、新たに計上するファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額は、それぞれ 66,396,000  

 円、77,035,600 円である。 

３ 予定貸借対照表に関する注記

企業債の償還に係る他会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して 1年以内に償還予定の 

 ものも含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は 16,319,235,305 円である。 

４ セグメント情報に関する注記

  さいたま市病院事業の報告セグメントの区分は単一であるため、記載を省略している。

５ 減損損失に関する注記

  該当事項なし。

６ リース契約により使用する固定資産に関する注記

 リース取引の処理方法

所有権移転ファイナンス・リース取引及びリース料総額が 300 万円を超える所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

リース料総額が 300万円以下の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

７ 重要な後発事象に関する注記

  該当事項なし。

８ その他の注記 

 引当金の取崩し 

  イ 退職給付引当金 

    当年度において、退職給付引当金 542,308,000 円を取り崩す。 

  ロ 賞与引当金 

当年度において、賞与引当金 715,851,000 円を取り崩す。 
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 長期継続契約に係るリース債務 

  通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務のうち、地方自治法

第 234 条の 3に基づく長期継続契約に係るものは次の金額である。 

短期リース債務    590,439,372 円 

長期リース債務  1,054,523,828 円 

計         1,644,963,200 円 
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（単位　円）

１　医　　業　　収　　益

（１）入 院 収 益 11,970,502,000

（２）外 来 収 益 3,387,848,000

（３）負 担 金 交 付 金 742,754,000

（４）そ の 他 医 業 収 益 346,722,000 16,447,826,000

２　医　  業 　 費　  用

（１）給 与 費 10,933,506,000

（２）材 料 費 4,409,518,000

（３）経 費 3,903,479,000

（４）減 価 償 却 費 3,251,723,000

（５）資 産 減 耗 費 12,144,000

（６）研 究 研 修 費 54,105,000 22,564,475,000

医 業 損 失 6,116,649,000

３　医   業   外   収   益

（１）受 取 利 息 配 当 金 1,000

（２）国 県 市 補 助 金 2,307,637,000

（３）負 担 金 交 付 金 2,225,706,000

（４）長 期 前 受 金 戻 入 499,133,000

（５）そ の 他 医 業 外 収 益 165,811,000 5,198,288,000

４　医　 業 　外　 費　 用

（１）支払利息及び企業債取扱諸費 56,709,000

（２）長期前払消費税勘定償却 343,361,000

（３）職 員 宿 舎 費 84,242,000

（４）院 内 託 児 費 64,053,000

（５）雑 損 失 835,777,000 1,384,142,000

５　予 　　　備　 　　費

（１）予 備 費 3,000,000 3,000,000 3,811,146,000

経 常 損 失 2,305,503,000

６　特　　別　　利　　益

（１）固 定 資 産 売 却 益 1,000

（２）過 年 度 損 益 修 正 益 1,000

（３）そ の 他 特 別 利 益 7,000,000 7,002,000

７　特　　別　　損　　失

（１）固 定 資 産 売 却 損 1,000

（２）過 年 度 損 益 修 正 損 1,000

（３）そ の 他 特 別 損 失 7,000,000 7,002,000 0

当 年 度 純 損 失 2,305,503,000

前 年 度 繰 越 欠 損 金 2,003,990,151

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 4,309,493,151

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

令和２年度さいたま市病院事業予定損益計算書
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（単位　円）

１　固　定　資　産

イ 土 地 1,547,993,564

ロ 建 物 41,390,717,538

減 価 償 却 累 計 額 △ 13,000,636,548 28,390,080,990

ハ 構 築 物 582,339,882

減 価 償 却 累 計 額 △ 240,114,724 342,225,158

ニ 器 械 備 品 9,746,993,013

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,993,773,868 5,753,219,145

ホ 車 両 8,971,367

減 価 償 却 累 計 額 △ 7,360,035 1,611,332

ヘ リ ー ス 資 産 1,407,651,063

減 価 償 却 累 計 額 △ 442,455,744 965,195,319

ト 建 設 仮 勘 定 83,278,020

チ そ の 他 備 品 3,250,000

有形固定資産合計 37,086,853,528

イ 電 話 加 入 権 240,900

ロ リ ー ス 資 産 996,244,808

ハ ソ フ ト ウ ェ ア 27,800,000

無形固定資産合計 1,024,285,708

イ 破 産 更 生 債 権 等 121,463,212

貸 倒 引 当 金 △ 121,463,212 0

ロ 長 期 前 払 消 費 税 2,704,526,388

投資その他の資産合計 2,704,526,388

固 定 資 産 合 計 40,815,665,624

２　流　動　資　産

イ 現 金 7,500,000

ロ 預 金 601,052,900

現 金 預 金 合 計 608,552,900

イ 医 業 未 収 金 2,706,566,502

ロ 医 業 外 未 収 金 1,169,742,000

未 収 金 合 計 3,876,308,502

イ 薬 品 46,393,437

ロ 診 療 材 料 21,765,551

ハ そ の 他 貯 蔵 品 460,628

貯 蔵 品 合 計 68,619,616

イ 前 払 費 用 4,677,167

前 払 費 用 合 計 4,677,167

流 動 資 産 合 計 4,558,158,185

資 産 合 計 45,373,823,809

　令和２年度さいたま市病院事業予定貸借対照表
（令和３年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

　（４）前　払　費　用

　（３）貯　蔵　品

　（２）無形固定資産

　（１）現 金 預 金

　（２）未　収　金

　（１）有形固定資産

　（３）投資その他の資産
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３　固　定　負　債

イ 建設改良費等の財源に
充てるための企業債 31,485,237,116

企 業 債 合 計 31,485,237,116

1,586,534,120

イ 退 職 給 付 引 当 金 2,682,254,378

引 当 金 合 計 2,682,254,378

固 定 負 債 合 計 35,754,025,614

４　流　動　負　債

イ
建設改良費等の財源に
充てるための企業債 1,877,462,279

企 業 債 合 計 1,877,462,279

581,319,588

イ 医 業 未 払 金 1,075,626,886

ロ そ の 他 未 払 金 48,587,555

未 払 金 合 計 1,124,214,441

77,000

イ 賞 与 引 当 金 715,851,000

引 当 金 合 計 715,851,000

イ 預 り 金 27,507,329

その他流動負債合計 27,507,329

流 動 負 債 合 計 4,326,431,637

５　繰　延　収　益

イ 受 贈 財 産 評 価 額 3,932,767

収 益 化 累 計 額 △ 3,736,129 196,638

ロ 国 庫 補 助 金 374,771,000

収 益 化 累 計 額 △ 156,393,990 218,377,010

ハ 県 補 助 金 232,012,232

収 益 化 累 計 額 △ 179,081,501 52,930,731

ニ 市 補 助 金 5,000,000

収 益 化 累 計 額 △ 4,749,999 250,001

ホ 他 会 計 補 助 金 6,034,264,935

収 益 化 累 計 額 △ 5,578,641,693 455,623,242

へ 寄 附 金 1,000

長 期 前 受 金 合 計 727,378,622

繰 延 収 益 合 計 727,378,622

負 債 合 計 40,807,835,873

負　　　　債　　　　の　　　　部

　（５）引　当　金

　（３）引　当　金

　（１）長期前受金

　（３）未　払　金

　（６）その他流動負債

　（２）リース債務

　（２）リース債務

　（１）企　業　債

　（１）企　業　債

　（４）前 受 収 益
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8,872,231,087

７　剰　余　金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 3,250,000

資 本 剰 余 金 合 計 3,250,000

イ 当年度未処理欠損金 4,309,493,151

欠 損 金 合 計 4,309,493,151

剰 余 金 合 計 △ 4,306,243,151

資 本 合 計 4,565,987,936

負 債 資 本 合 計 45,373,823,809

　（２）欠　損　金

　（１）資本剰余金

６　資　本　金

資　　　　本　　　　の　　　　部
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注記

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

 資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品   先入先出法による原価法によっている。（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく 

簿価切下げの方法により算定。） 

 固定資産の減価償却方法

イ 有形固定資産（リース資産を除く。）

(ｲ) 減価償却の方法 

定額法による。 

   (ﾛ) 主な耐用年数 

     建物    10～47 年

     構築物   10～30 年

     器械備品  4～20 年

     車両    5 年

ロ 無形固定資産（リース資産を除く。）

(ｲ) 減価償却の方法 

定額法による。 

   (ﾛ) 主な耐用年数 

     ソフトウェア 5 年

ハ リース資産

   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

 引当金の計上方法

イ 退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上し

ている。

ロ 賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給、並びにこれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年

度末における支給見込額に基づき当年度の負担に属する額を計上している。

ハ 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、破産更生債権

等特定の債権については回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用し、控除対象外消費税等については原則として

当該事業年度の費用としている。また、固定資産に係る控除対象外消費税等については長期前払消費

税勘定に計上し、発生の翌年度以降、次の期間で均等償却を行っている。 

なお、平成 28 年度以前に発生した固定資産に係る控除対象外消費税等については、発生の翌年度

以降 5年間で均等償却を行っている。 
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イ 有形固定資産（リース資産を除く。） 

   建物     10～20 年 

   構築物    10～20 年 

   器械備品   5 年 

ロ 無形固定資産（リース資産を除く。） 

   ソフトウェア 5年 

ハ リース資産

       所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

        リース期間 

２ 予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記 

  該当事項なし。

３ 予定貸借対照表に関する注記

企業債の償還に係る他会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して 1年以内に償還予定の 

 ものも含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は 16,765,297,795 円である。 

４ セグメント情報に関する注記

  さいたま市病院事業の報告セグメントの区分は単一であるため、記載を省略している。

５ 減損損失に関する注記

  該当事項なし。

６ リース契約により使用する固定資産に関する注記

 リース取引の処理方法

所有権移転ファイナンス・リース取引及びリース料総額が 300 万円を超える所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

リース料総額が 300万円以下の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

７ 重要な後発事象に関する注記

  該当事項なし。

８ その他の注記

 引当金の取崩し

  イ 退職給付引当金

    当年度において、退職給付引当金 324,681,887 円を取り崩す。 

  ロ 賞与引当金

当年度において、賞与引当金 611,826,000 円を取り崩す。
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 長期継続契約に係るリース債務 

  通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務のうち、地方自治法

第 234 条の 3に基づく長期継続契約に係るものは次の金額である。 

短期リース債務    581,319,588 円 

長期リース債務  1,586,534,120 円 

計         2,167,853,708 円 
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この冊子は 450部作成し、1部当たりの印刷経費は、191 円です。 


